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松山市公共施設再編成計画（概要版） 

 

本市が抱える大きな３つの課題 

【人口の課題】 

平成２２年時点の人口は約５１.７万人ですが、松山創生人口 100年ビジョンの推計では、平

成７２年には約４２．３万人と５０年間で約９万人減少する見込みです。 

人口構成の変化により、利用率が変化した施設への対応が求められます。また、公共施設の寿命

は数十年に及ぶことから、建替え等を行う場合には、将来の人口予測に基づいた規模も求められま

す。 

 

 

【財政の課題】 

本市の税収をはじめとした歳入の大幅な拡大は見込めない状況です。 

一方、歳出についても社会保障費等の義務的経費の増加傾向が顕著で、公共施設の建替えな

どに充てられる投資的経費を確保することが今後ますます難しくなる可能性があります。 
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【公共施設の課題】 

松山市が所有する公共施設（道路や上下水道等のインフラを除く。以下同じ。）は、施設数で約

１,４００施設（棟数で約４,０００棟）、延べ面積の合計で約１６３万㎡です。 

今後５０年間を通じた将来の更新費用（一般会計）について試算したところ、５０年間で    

約４,８８２億円、１年当たりに平均すると約９８億円が必要です。 

 

再編成の必要性 

公共施設が老朽化し、その建替えに多くの費用が必要である一方、人口は今後減少していくことが見

込まれ、またその構成も変化してきています。さらに、税収の減少等、財政状況は厳しさを増しています。 

このような状況の中、市民サービスへの影響を最小限に抑えつつ、市民ニーズに対応した施設整備を

行うためには、今の公共施設を維持するだけではなく、今後どうあるべきか、これからの公共施設のあり

方を考えながら再編成を進める必要があります。 

 

削減目標の設定 

 今後５０年間で必要な更新・改修費用（一般会計）が年平均約９８億円に対し、合併以後の

普通建設事業費の年平均が約７４億円であることから、年平均約２４億円財源が不足します。 

 さらに人口減少による影響を考慮すると、施設保有量の最適化により建替費用の削減と維持管理運

営コストの削減を図る必要があることから、以下の削減目標を設定しました。 

 

削減目標：「今後５０年間で施設総量を２０％削減する。」 
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公共施設再編成の進め方概要 

 今後、公共施設の再編成を進めていくに当たっては、個別施設の再編成時において、用途別、地域

別といった 2つの視点を踏まえつつ具体的な手法を検討し、市民の皆さまとそうした検討内容を共有する

など協働で進めていきたいと考えています。具体的な流れは次のとおりです。 
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用途別方針 

 削減目標を具現化していくために、施設の現況や課題を踏まえて公共施設マネジメントの様々な手法

の中から施設用途別の今後検討する方向性は以下のとおりです。                 

施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

本庁舎・第４別

館・書類等保管倉

庫 

施設量削減 

複合化 

本館～第４別館、書類等保管倉庫、借受会議室を含めた施設総量を

２５％削減する。 

各支所・出張所 複合化 公民館と併設している支所・出張所が半数以上（17/29）を占めて

いることから、今後も公民館との複合施設を推進し、会議室や水回

り施設を共有するなど施設量の削減を図る。また、将来的には学校・

公民館・支所を含めた地域の拠点複合施設として検討する。 

緑町詰所 複合化 他の施設との複合化を検討する。 

清掃基地 (清掃事

務所) 

施設量削減 施設の規模及び用途は事業量により施設の更新時に２０％削減す

る。 

農業指導センター 施設量削減 ガラス温室・ビニールハウスなども含めて、施設量を２０％削減す

る。 

港務所 複合化 施設の更新の際には、移転もしくは港湾管理及び離島救急の拠点と

して複合施設とする。 

松山駅周辺土地区

画整理事業現場事

務所 

取壊し 事業完成後は必要がないため取り壊す。 

常備消防施設（消

防局・消防署等） 

長寿命化 

民間活用 

複合化 

原則として、長寿命化に向け効果的な施設保全を行うものとするが、

増大かつ多種多様化する消防需要に対応した効率的な消防体制の構

築と併せて今後のあり方を検討する必要がある。また、施設整備時

にはＰＦＩの導入を検討する。 

消防防災上の拠点であり、施設は必要不可欠であることから、長寿

命化を推進するが、施設を更新する場合は、周辺施設との複合化を

推進することで、施設量の削減を目指す。 

非常備消防施設

（消防団ポンプ蔵

置所） 

長寿命化 

統合 

原則として、長寿命化に向け効果的な施設保全を行うとともに、更

新時には統合を検討し、施設量の削減を目指す。 

防災備蓄倉庫・水

防倉庫等 

長寿命化 

複合化 

原則として、長寿命化に向け効果的な施設保全を行うとともに、複

合化を検討する。 

防災センター 長寿命化 

複合化 

新しい施設のため、当面は長寿命化に向け効果的な施設保全を行う

ものとする。また、今後複合化を検討していく。 

まつやまＲｅ・再

来館 

Ｒe・再来館スト

ックヤード 

長寿命化 

複合化 

新しい施設のため当面は修繕等を重ねて維持管理していく予定であ

るが、将来、建替等の問題が発生する時期が来た場合は、ゴミ焼却

施設など、今後も必ず必要とされる環境施設の中で周知啓発を行っ

ていくという方法を検討する。また、ストックヤードは老朽化が進

んでいることから、他の空き施設で代用可能ならば移転を検討する。 

公衆便所 長寿命化（更

新は行わない） 

原則施設更新及び新規設置は行わない。 

埋立センター 現状維持 

（複合化・民

間活用） 

今後も適正な廃棄物処理のため現施設の長寿命化と維持管理を行

う。 

将来、広大な土地が確保できる場合には他の廃棄物関連施設との複

合化や民間活用など検討する。 

大気汚染測定局舎 複合化 既存施設数を増やさず当面は現状維持とするが、今後適当な場所に

他の公共施設が有る場合には移転を検討する。 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

各クリーンセンタ

ー 

中島リサイクルセ

ンター 

各衛生浄化センタ

ー 

適正な規模

で更新 

民間活用 

（休止中の

施設は取壊） 

３０年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には人口

動態や廃棄物排出量等に応じた規模とする。 

また、西クリーンセンターの成果を検証し、ＰＦＩ／ＰＰＰの導入

を検討する。 

ただし、北条・中島クリーンセンター、各衛生浄化センターは取り

壊す。（時期未定） 

吉藤資源選別保管

施設 

適正規模で

更新 

排出物や排出量などの変化に対応した施設規模及び用途とする。 

幼稚園 適正規模で

更新 

施設更新時の園児数及びその後の推移の見込みに応じた施設規模で

更新を行う。 

小学校 

中学校 

長寿命化 

複合化 

適正規模で

の更新によ

る施設量の

削減 

施設更新時の児童生徒数及びその後の推移の見込みに応じた施設規

模で更新を行う。また、学校が地域の核となることなどを視野に入

れながら、学校の教育環境や安全性に配慮した上で、他の公共施設

との複合化を検討する（現在、児童クラブとの複合化は進めている

ところ。）。さらに、小中併設型校舎を整備した東雲小学校・東中

学校の効果を検証し、小中連携校の可能性について検討する。 

教職員住宅 適正規模で

更新 

施設転用 

施設更新時の教員数及びその後の推移の見込みに応じた戸数の更新

を行う。今後も余剰部分があった場合には施設転用を検討する。 

中島中学校寄宿舎 

青潮寮 

長寿命化 

適正規模で

更新 

現在の寄宿舎は平成２５年度の改築時に適正規模に見直しており、

当面は予防保全に努めるが、今後施設更新時には、入居生徒数及び

その後の推移の見込みに応じた施設規模で更新を行う。 

学校給食共同調理

場 

統廃合 

長寿命化 

児童・生徒・幼児数の片寄りを是正し、市内全域の共同調理場の適

切な規模を検討したうえで、統廃合等を実施していく。 

施設の現状、耐力度を把握し、施設更新（建て替え）、施設維持（長

寿命化）のどちらが望ましいかを検討していく。 

市営住宅 長寿命化 

集約化 

民間活力の

活用による

コスト削減 

高齢者単身世帯の増加傾向から供給する住宅規模を適正化すること

や、施設を集約し高層化することにより可能な限り施設量を削減す

るが、現行法の中で戸数を削減することは難しいことから大幅な施

設量の削減は難しい。このため、民間活力を活用することにより公

営住宅の整備と管理に係る費用負担やマンパワーの削減を図るな

ど、施設量の削減に相当するコスト削減を図っていく。さらに、既

存の住宅は計画的な修繕により可能な限り長寿命化を図るが、ニー

ズが少ない住宅は転用や売却など含め検討を行うなど効率的かつ効

果的な市営住宅のマネジメントを行う。 

松山総合公園 施設量削減 施設更新時には、現在施設の２０％削減 

城山公園 堀之内

地区 

コスト削減 現在、指定管理者制度を導入しているため、引き続きコスト縮減を

図っていく。 

都市公園 コスト削減 公園の施設更新時に利用状況に応じた機能の見直しを図るなど松山

市都市公園長寿命化計画の見直しを行い、長期的な公園全体の更新

費と維持管理費を検討する予定。 

北条鹿島公園渡船

待合所・博物展示

館・レストハウス 

長寿命化 

適正規模で

更新 

島内の拠点であり施設は必要である。観光施設として鹿島を運営す

る上では必要不可欠で、荒天時や災害時には数少ない避難施設とな

ることから、削減は難しいが、築６０年以上の使用を目標に維持管

理を行い、施設更新の際には、管理方法の見直しなどの検討を行う。 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

河野別府公園・北

条公園（法橋） 

コスト削減 指定管理者制度を導入しコスト縮減を図っている。また、施設更新

時に利用状況に応じた機能の見直しを図るなど、松山市都市公園長

寿命化計画の見直しを行い、長期的な公園全体の更新費と維持管理

費を検討する予定。 

急患医療センター 長寿命化 

複合化 

新しい施設のため当面は予防保全に努め長寿命化に努める。また、

将来空きスペースが生じた場合には複合化を検討する。 

保健センター 長寿命化 

複合化 

築６０年以上の使用を目標に維持管理を行い、当面は施設の長寿命

化に努める。また、将来空きスペースが生じた場合には複合化を検

討する。 

保健センター北条

分室 

施設量削減

長寿命化 

平成２８年度中に改修を行い、保健センターとしての施設量を２

０％以上削減する。そのうえで、児童センターとの複合施設として

稼働を始める建物であり、改修後当面の間は予防保全を行い長寿命

化に努める。 

保健センター南部

分室 

長寿命化 市民の健康の保持及び増進を図るために欠くことのできない、総合

的な保健サービスを提供する拠点施設である。また、平成２１年度

に設置された比較的新しい複合施設であるため、当面は予防保全を

行い長寿命化に努める。 

保健所 長寿命化 

複合化 

比較的新しい施設のため、当面は施設の長寿命化に努める。将来空

きスペースが生じた場合は、更なる複合化を検討する。 

衛生検査センター 長寿命化 

施設量削減 

長期使用を目標に維持管理を行うが、可能な限り保健福祉関係施設

の整備の機会をとらえて、２ヶ所に分離している検査施設を統合す

ることで、施設量を２０％以上削減する。 

各診療所 適正規模で

更新 

市民の安全安心を守るうえで必要不可欠な施設であり、当面は予防

保全に努め長寿命化に努める。また、更新時には必要最小限の規模

とする。 

総合福祉センター 長寿命化 

施設量削減 

築６０年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設建替え時には規

模を縮小する。 

軽費老人ホーム恵

原荘 

民間活用 

取壊し 

施設の老朽化が進み、建て替える場合は、ケアハウスとして整備し

なければならない。市内には、民間のケアハウスが１２ヶ所あり、

高齢者のみでも入居できる賃貸物件も多数あることから、、公共で

建替える必要性は低く、廃止を含めた検討を行います。 

老人福祉センター 長寿命化 

施設量削減 

築６０年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設建替え時には規

模を縮小する。 

湯山福祉センター 取壊し ４施設（湯山・畑寺・久枝・ひまわり園）のうち約２２％の施設量

を占める湯山福祉センターを廃止し取り壊す。残りの施設は、予防

保全に努め、長寿命化を図る。 
畑寺福祉センター 長寿命化 

久枝身体障害者福

祉センター 

長寿命化 

児童発達支援セン

ターひまわり園 

長寿命化 

いきがい交流セン

ターしみず 

長寿命化 

施設量削減 

築６０年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設建替え時には規

模を縮小する。 

地域包括支援セン

ター 

複合化 高齢者の安心安全を守るうえで欠かせない施設であり、必要最小限

の施設とするが、周辺拠点施設を整備する際には複合化を検討し、

原則単独での新築は行わない。なお、既に機能を市有施設内に有す

るセンター（城西・勝山／西）については、複合先施設の更新時に

併せて検討を行います。 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

斎場 民間活用 

 

しばらくは火葬件数は増加傾向にあり、増炉を含めた改修が必要で

あり、施設量の削減が難しいため、ＰＦＩ等や指定管理者制度の検

討を行い施設量削減に相当するコスト削減を行う。なお、火葬炉を

更新する際には同じメーカーの火葬炉でないと設置出来ないため、

ＰＦＩを検討する際には、火葬炉の更新を含めた長期間の契約を検

討する。 

市営墓地 取壊し 墓地の中には、ほとんど使用されていない簡易式のトイレ等がある。

今後は、そのようなトイレを撤去していく。また、大規模造成墓地

でない限り、トイレや休憩所の新設は行わない。 

ポンプ室・給水施

設等 

長寿命化 

取壊し 

飲用水等を供給するにあたって必要不可欠な施設であり、当面は予

防保全に努め長寿命化に努める。ただし、北谷地区共同給水施設ポ

ンプ室は、現在北谷水道組合が共同給水施設の新設事業に着手して

おり、新規施設完成後は当該施設は不要となるため取壊し予定。 

小栗寮 長寿命化 

民間活用 

母子保護支援対策として欠かせない施設であり、必要最小限の規模

の施設として改修工事を進めている。母子保護支援対策として今後

も施設整備は必要であるため、当面は長寿命化・コスト削減策を検

討する。また、指定管理者制度導入の可能性についても今後検討し

ていく。 

保育園 集約化 

複合化 

民間活用 

今後も少子化傾向は続き保育需要は長期的には減少すると見込まれ

るため、将来的には民間事業者の進出により閉園（撤退）すること

も視野に入れ、施設の集約化、複合化で施設量を削減することを検

討する。保育を運営委託している園については、施設の移譲による

民営化が可能な場合は民営化を検討する。 

児童クラブ 複合化 

（ニーズが

減少した場

合転用） 

社会的ニーズが高く当面は整備が必要である。教育委員会と連携・

協力を図り、学校の余裕教室を第一に、それが不可能な場合は学校

敷地内への専用施設（プレハブ）の建設という方針で整備を進める。 

少子化対策として今後も施設整備は必要であるが、将来の人口減少

社会を見据え、一定利用が見込まれない場合には縮減する。 

児童館 長寿命化 

維持管理方

法の見直し 

社会的ニーズが高い施設であり、当面は予防保全に努め、長寿命化

に取り組む。またコスト縮減のため維持管理方法の見直し等により

経費の削減を検討する。 

図書館 複合化 中央図書館はコミセン全体の改修工事により長寿命化を図る予定で

あり、施設更新の際にはコミセンとも連携し縮減を検討する。三津

浜図書館・北条図書館は施設更新の際は周辺施設との複合化を検討

する。一方で、地域の拠点としては人口の集中する南部が手薄であ

り、充実の方策の検討が必要である。 

北条ふるさと館 長寿命化 

民間利用 

複合化 

指定管理者制度を利用し、引き続き経費節減に努めるとともに、予

防保全に努め長寿命化に努める。 

将来的には北条市民会館との複合化を検討する。 

北条市民会館 複合化 

廃止 

民間活用 

築６０年の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には地域の

文化拠点施設として複合施設を目指す。（候補：北条ふるさと館） 

ホール設備は松山市民会館で使用していた機器類を北条で使用する

ことで、耐用年数までのコスト削減を図る。 

複合化した際には、指定管理に移行することも検討する。 

（現在：直営） 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

松山市民会館 複合化 

民間活用 

松山駅周辺地区車両基地跡地（以下、「車両基地跡地」という。）

に市民会館大ホール（1,500～2,000 人収容規模）及び中ホール

（300 人～500 人収容規模）の機能が整備される場合、築後 60

年（平成 35 年頃）を目途に、現松山市民会館は閉館の方向。 

今後、車両基地跡地で整備される場合、PFI といった運営管理方法

の見直しなども検討する。 

坂の上の雲ミュー

ジアム 

長寿命化 新しい施設のため予防保全に努め長寿命化を図る。 

子規記念博物館 施設量削減 施設更新時には、現在施設の２０％削減する。 

中島総合文化セン

ター 

長寿命化 

管理方法の

見直し 

新しい施設のため当面は予防保全に努める。また、コスト削減のた

め管理方法の見直しを検討する。 

松山城 当面維持 

（民間活用） 

松山市の観光業を支えるかけがえのない資源であるため、引き続き、

民間を活用した指定管理者制度による管理を継続する。 

道後温泉 コスト削減 

（民間活用） 

本館は、平成 29 年のえひめ国体終了後に保存修復工事を行う予定。 

椿の湯は、今年度から（仮称）椿の湯別館を建設し、既設の椿の湯

の利用方法は今後検討する。 

（指定管理者制度の導入などにより、サービスの向上・維持とコス

ト縮減を検討する。） 

権現温泉第一源泉 長寿命化（ニ

ーズがなく

なれば廃止）

利用者負担

の在り方 

築６０年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には、

管理方法の見直しなどの検討を行う。ただし、需要が見込まれなく

なった場合には廃止を検討する。 

二之丸史跡庭園 長寿命化 史跡を活用して整備された施設であるため、予防保全に努め長寿命

化に努める。 

一草庵 長寿命化 長寿命化を図り、現状保存に努める。 

庚申庵 長寿命化 文化財の保存とその活用を図るとともに、施設の長寿命化に努める。 

埋蔵文化財センタ

ー（考古館） 

文化財情報館 

文化財課保管倉庫 

長寿命化 

複合化 

建物の老朽化に対して計画的な改修を進めていく中で、コスト削減

に努める。また、複合化についても今後検討していく。 

釣島灯台吏員退息

所 

長寿命化 施設の適切な維持管理、現状保存に努める。 

イベント等、広く市民に公開し、市民全体の文化財意識の高揚を図

る。 

懐古館 長寿命化 建物の老朽化を防ぎながら、収蔵物の保存・活用に努めていく。今

後、行政が所有し続けるべき施設であるかどうかを検討する。 

姫ヶ浜荘 複合化 施設内の設備の見直し及び複合化を図るなど、今後、検討していく。 

道の駅（風早の郷 

風和里） 

長寿命化 

民間活用 

比較的新しい建物であり当面は予防保全に努め長寿命化に努める。

また、更新時には PFI を検討する。 

総合コミュニティ

センター 

長寿命化 

施設量削減 

築 30 年を迎えるにあたり予防保全の考えに基づく第二次改修工事

に現在取り組んでいる。今後は築 60 年以上の使用を目標に維持管

理を行い、施設更新の際には市内の文化施設・体育施設全体で機能

分担・集約を検討し、20％削減する。 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

北条スポーツセン

ター 

長寿命化 

施設量削減 

建築後 10 年を経過していない新しい施設である。築 60 年以上の

使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には市内の体育施設全

体で機能分担・集約を検討し、20％削減する。 

市民運動広場 利用者負担

の在り方 

長寿命化を推進し、施設更新の際は施設量の削減を推進する。 

空港東第四公園テ

ニスコート 

利用者負担

の在り方 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には施

設量の削減を推進するが、トイレ数不足が指摘されており、今後改

修・整備を行う必要がある。 

湯月公園テニスコ

ート 

長寿命化 

施設量削減 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には

20%削減する。 

北条体育館 長寿命化 

施設量削減 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には市

内の文化施設・体育施設全体で機能分担・集約を検討し、20％削減

する。 

野外活動センター 長寿命化 

施設量削減 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には市

内の体育施設全体で機能分担・集約を検討し、20％削減する。 

河野別府公園体育

施設 

北条公園体育施設 

長寿命化 

施設量削減 

長寿命化を推進し、施設更新の際は施設量の削減を推進する。 

安岡避難地 長寿命化 指定緊急避難所かつヘリコプターの緊急時離着陸場であるため、施

設は必要不可欠であることから長寿命化に向け効果的な施設保全を

行うものとする。 

中島Ｂ＆Ｇ海洋セ

ンター 

長寿命化 

施設量削減 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際は施設

量の削減を推進する。中島地域で唯一の社会体育施設であり、代替

施設が限られているため、人口の増減や学校施設との連携を踏まえ

て検討を行っていく。 

西中島多目的広場 長寿命化 

施設量削減 

長寿命化を推進し、施設更新の際は施設量の削減を推進する 

長師コミュニティ

倉庫 

長寿命化 

施設量削減 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には

20%削減する。 

松山中央公園（坊

ちゃんスタジアム

外） 

長寿命化 

施設量削減 

建築後 10 年を経過した比較的新しい施設である。築 60 年以上の

使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には市内の体育施設全

体で機能分担・集約を検討し、20％削減する。 

松山中央公園多目

的競技場 

長寿命化 竣工後 10 年を経過しているが、新しい建物であり、当面は予防保

全に努め、長寿命化を図る。 

松山駅前駐輪場 当面維持 松山駅周辺土地区画整理事業の区域に含まれており、平成３２年度

の完成に向けて、今後の方向性を検討している段階である。 

大街道駐輪場 当面維持 

（ニーズが

なくなれば

廃止） 

当駐輪場付近を放置自転車等禁止区域と定め、中心市街地の駐輪需

要との均衡を図っているため現状を維持するが、需要が見込まれな

くなった場合は廃止を検討する。 

土居田保管所 複合化 放置自転車の保管スペースに余裕がなく現状を維持するが、市有施

設内に適当な場所があれば移転も検討する。 

松山市役所前地下

駐車場地下駐輪場 
当面維持 

駐車場、駐輪場、国道の地下歩道が一体となった複合施設であり、

国土交通省と本市が共同で建設した施設であることから、当面は存

続する。 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

中之川地下駐車場 複合化 今後の社会情勢の変化や本市の都市計画との整合性を踏まえ、駐車

施設のあり方や都市計画と整合性のとれた複合化が可能か検討す

る。 

二番町駐車場 廃止 

長寿命化   

当該施設の廃止又は長寿命化について、費用対効果、景観、歩行環

境や駐車場の需給バランスを考慮するとともに、整備当初の目的に

も鑑み、総合的に検討します。 

市場 長寿命化 

適正規模で

更新 

長寿命化を念頭に置いた改修及び維持管理を実施し、施設更新時に

は市場の取扱量の増減に応じて施設規模の見直しを行う。 

公民館 複合化 本市では、これまで支所との複合化実績が多数あり、今後も地域要

因、地理的状況を考慮し検討していく。また、他市では、公民館そ

の他公共施設を学校と複合化した事例があり、本市学校での複合施

設化の検討に際しては、公民館のコミュニティ機能の在り方や地域

要因など公民館側での視点で整理を行い、学校との複合化に公民館

が参画できるかも併せて検討を進める。 

ふれあいセンター 長寿命化 

利用者負担

の在り方 

松山市人権啓発施策推進審議会の答申に基づき順次整備する。福

祉・コミュニティーの拠点、防災上の拠点であり長寿命化を推進す

る。 

共同利用施設 長寿命化 

施設量削減 

適切な修繕、維持管理により可能な限り施設の長寿命化を推進する。 

施設更新が避けられない時は、航空機騒音の状況、地域人口や利用

状況等を踏まえた上で、住民交流の場としての近隣類似施設との複

合化や面積の縮小等による施設量の削減を検討する。 

集会所 適正規模で

更新 

人口減少社会に合わせ、施設の更新時は間取りの検討等を通して総

面積を削減するなど、適切な施設規模になるよう検討していく。 

教育集会所 長寿命化 

譲与 

地域の拠点、防災上の拠点であり、長寿命化を推進する。 

現在の施設数（３０箇所）以上の整備は原則行わない。 

コミュニティ集会

所 

長寿命化 

譲与 

統合 

施設の老朽化や近接状況、人口減少など社会的状況に応じて、統合・

整理や地元への譲与を検討する。 

コミュニティ事務

所（五明） 

長寿命化 新しい建物であり、当面は予防保全に努め長寿命化に努める。 

その他集会所（空

港港湾課所管） 

長寿命化 

複合化 

施設量削減 

適切な修繕、維持管理により可能な限り施設の長寿命化を推進する。

施設更新が避けられない時は、航空機騒音の状況、地域人口や利用

状況等を踏まえた上で、住民交流の場としての近隣類似施設との複

合化や面積の縮小等による施設量の削減を検討する。 

倉庫・作業所等 長寿命化 

適正規模で

更新 

利用者負担

の在り方 

譲与 

農業従事者の拠点であり、近隣に類似施設もないため、施設の重要

度は高い。このため、今後も予防保全に努めて長寿命化を図るが、

地元からの要望が有れば譲与も検討する。また、建物の更新時には、

農業所得の向上や、農業従事者の推移など、需要の動向に応じた規

模とする。 

農業関連施設 長寿命化 

複合化 

利用者負

担・維持管理

方法の見直

し 

地域の拠点であり、また避難所であることから、今後も予防保全に

努めて長寿命化を図り、適正な維持管理をしていく。施設の重要度

は高く、将来的な人口減少など、需要の動向に応じて統合・整理、

複合化を検討し、将来的に規模を縮小する。 

漁港関連施設 複合化 

譲与 

（上怒和地区公園公衆トイレ）類似機能を持つ施設が近隣に存在す

るため、施設の複合化を検討する。 

（神ノ浦漁港待合所）委託先の民間に譲与できないか検討する。 

（泊漁港待合所）地元に譲与できないか検討する。 
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施設名 
検討の 

方向性 
検討する内容 

高縄地区生活環境保

全林総合作業施設 

長寿命化 

施設量削減 

新しい施設のため当面予防保全に努め長寿命化を図る。施設更新時

には、施設量を２０％削減する。 

かんがい施設用ポ

ンプ室 

長寿命化 

（更新は行

わない） 

樹園地に灌水や防除を行う施設であり、当面は予防保全に努め長寿

命化に努める。 

堀江新池利活用施設 長寿命化 新しい建物であり当面は予防保全に努め長寿命化に努める。 

大浦農業集落排水

処理施設 

長寿命化 

適正規模で

更新 

農村集落の活性化のための機能を確保するため、適正な施設整備を

行い、長寿命化を図る。 

ポンプ場 適正規模で

更新 

コスト削減 

施設更新時に施設全体を見直し、建設費、維持管理費のコスト縮減

策を検討する。 

樋門 適正規模で

更新 

コスト削減 

施設更新時に施設全体を見直し、建設費、維持管理費のコスト縮減

策を検討する。 

青少年センター 施設量の削

減 

利用者ニーズの低いものや複数ある研修室等の見直しを図り、施設

量 20％の削減を行う。また、予防保全による施設の長寿命化やラン

ニングコストの縮減に取り組むとともに、利用者負担の見直しや国

県補助金等の活用した施設整備などに関する検討を行い、さらなる

支出の抑制及び歳入増加策を模索していく。 

男女共同参画推進

センター 

長寿命化 新しい施設のため、当面は予防保全に努め長寿命化に努める。また、

施策等を踏まえたうえで方針が定まれば統廃合や複合化を検討す

る。 

堀江港休憩所 長寿命化 新しい施設のため、当面は予防保全に努め長寿命化に努める。 

中島港待合所 長寿命化 

施設量削減 

使用料の見

直し 

築 60 年以上の使用を目標に維持管理を行い、施設更新の際には利

用者数を踏まえ、将来的に規模を縮減する。 

海の駅 長寿命化 

利用者負

担・維持管理

方法の見直

し 

地域の拠点であり、待合所また緊急避難所でもあることから施設と

しての重要度は高い。 

また、施設は新しいため当面は予防保全に努め長寿命化に努める。 

人口減少社会を見据え、今後の周辺拠点施設の整備をする際に統

合・整理や管理方法を見直し、将来的に規模を縮小する。 

倉庫・上屋 民間活用 今後も必要な施設であるが、耐震診断の結果を踏まえ、改修並びに

更新、もしくは PFI による取組や譲渡、廃止を含め検討する。 

計量検査所 取壊し 施設の耐用年数の経過以降は改修を行わず、取り壊しを検討する。 

神浦定住促進施設 

地域おこし協力隊

宿舎 

長寿命化 比較的新しい建物であり、当面は予防保全に努め長寿命化を図る 

 

地域別方針 

公共施設の中には地域に密着した施設も存在することから、将来のまちづくりの基本的な考え方であ

る都市計画マスタープランと連動して９つのブロックに分類して再編成を進めます。 
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再編成検討にあたっての基本的姿勢 

 今後、個別施設の再編成を検討する際の５つの基本的姿勢を掲げます。 

 

  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途や地域の分析に基づき、施設総量の最適化を進めます。また、施設の保有量の効率化に加

えて、維持管理や運営にコストがかかっている施設については受益者負担の見直しも含めて見直し

を図るなど、総合的な取組みを進めます。 

施設保有量を最適化するため、２０％以上削減します！ 

 

公共施設の再編成は、本市が長期的な都市の将来像をどのように考え、その実現に向けてどうし

ていこうとしているのかと、個別の公共施設に対する取組みの方向性が合致していることが不可欠

です。各用途別に求める機能を検討し、地域における施設の配置状況等を踏まえ、地域の状況

等に応じてまちづくりの方向性と連動しながら進めていきます。 

 

本市全体のまちづくりの考え方と連動して再編成を進めます！ 

 

公共施設は通常の利用に加えて、災害時には避難所として人々の安全安心を支える役割も担っ

ています。公共施設の配置等については、例えば南海トラフや日向灘沖を震源とする地震が発生

した際の津波による高潮被害の想定等、災害時の対応等も踏まえて検討します。 

 

非常時の対応も考慮して施設を再編成します！ 

 

公共サービスの利用者として、その原資となる税金の納税者として、また地域における施設の管理

者として等、公共施設に関して市民の皆さまが果たす役割は多様です。今後の公共施設再編成

の議論への参画等、より主体的に市民の皆さまが参加できる環境の整備を進め、協働による公共

施設の運営を進めていきます。 

民間への施設譲渡や業務委託等による効率化に加えて、ＰＦＩ（Private Finance 

Initiative）事業等、民間の経営ノウハウや技術力、資金を活用した官民協働事業の推進も公

共サービスの効率的かつ効果的な提供につながります。今後もそうした取組みについて、さらに弾力

的な検討を重ね、より望ましい公共サービスの提供を進めていきます。 

民間の経営ノウハウ等の活用を進めます！ 

 

 

市民の皆さまと協働しながら取組みを進めます！ 
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地域の状況に応じた進め方 

公共施設の再編成に当たっては、まず各公共施設をその特性に応じて「広域対応施設」と「地域対

応施設」に分けています。地域における施設の状況を踏まえて、必要な機能を維持します。 

 

広域対応施設とは、例えば庁舎や観光文化施設などのように、本市全体に対して広くサービスを提供す

るものです。本市全体で引き続き維持し続ける必要がある施設量を適切に見極め、コストの効率化

等も図りつつ、合理的な範囲で維持していきます。 

例えば、庁舎、観光・文化施設、スポーツ・レクレーション施設 等 

 

地域名 構成地区 広域対応施設の状況 

都心 番町、東雲、八坂、雄郡、
新玉、味酒、清水、道後 

本庁舎や道後温泉をはじめとして全ての種類の広域対応施設
が配置されています。 

南東部 素鵞、桑原、久米、小野、
浮穴、石井 

支所や消防施設が配置されています。 

南西部 味生、生石、垣生、余土 支所や消防施設に加えて環境関連施設や埋蔵文化財センタ
ー、松山中央公園が配置されています。 

北西部 宮前、三津浜、高浜 支所や消防施設に加えて三津浜図書館が配置されています。 

北部 久枝、潮見、和気、堀江 支所や消防施設に加えて環境関連施設が配置されています。 

北条 浅海、立岩、難波、正岡、
北条、河野、粟井 

支所や消防施設をはじめとして道の駅や図書館等、全ての種類
の広域対応施設が配置されています。 

湯山 湯山、日浦、伊台、五明 支所や消防施設に加えて野外活動センターが配置されていま
す。 

久谷 荏原、坂本 支所や消防施設が配置されています。 

島嶼部 由良、泊、睦野、東中島、
西中島、神和 

支所に加えて環境関連、文化、観光、スポーツ・レクレーション、
図書館等多様な施設が配置されています。 

 

 

 

 

  

 

 

地域対応施設とは、例えば学校や公民館・集会所などのように本市内の地域ごとに施設を配置している

ものです。各地域の人口やその構成の変化等を踏まえ、適正な施設量を精査し、施設総量の効率化

を図っていく必要があります。今後地域内にある施設の拠点化や複合化等、合理化を図っていきす。 

例えば、学校、公民館、市営住宅、福祉施設、子育て施設 等 

市全体での適正な施設量/配置を検討 

地域ごとの配置状況、適正な施設量を精査 

各地域の広域対応施設

の配置状況を整理 

地域対応施設と広域対

応施設の複合化を検討 

地域の実情に応じ、

広域対応施設と 

地域対応施設により 

必要なサービスが提

供できる環境を維持 
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用途ごとの考え方 

市全体の施設量を、今後５０年間で２０％以上削減すること、またコスト削減も進めることを掲げて

いますが、それぞれの用途によって利用状況や整備状況も異なることから、全ての施設が一律に２０％

削減することは不可能なため、その実態に応じた目標を掲げます。 

具体的には、現時点で大幅な削減の方向性を出すことが難しい市営住宅、インフラ施設、消防施設

については暫定的に最低限５％以上の削減とし、子育て施設は当面現状を維持とします。これによる

不足分は、学校や庁舎の適正化を進めることにより２５％以上の削減目標を掲げ補います。 

用途 用途別削減目標 
施設 
割合 

主な方向性 

貸付施設 
未利用施設 

１００％削減 １％ 取壊し 

学校 
２５％以上の削減 

４４％ 
複合化 
適正規模での更新 

庁舎 ４％ 
施設量の削減 
複合化 

スポーツ施設 

２０％以上の削減 

８％ 施設量の削減 

福祉施設 ２％ 
一部施設の廃止 
施設量の削減 

その他の施設 １２％ 統廃合、複合化 

インフラ施設 
（清掃施設・下水施
設・公園） 

１３％以上の削減 
（休止中施設の取壊し含む） 

４％ 
休止中の施設の取壊し 
適正規模での更新 

消防施設 最低限５％以上の削減 ２％ 複合化 

市営住宅 最低限５％以上の削減 ２１％ 集約化・民間活用 

子育て施設 当面は現状維持 ２％ 施設量の削減 

 ＊将来の人口動態により施設量が左右される施設（学校・子育て・清掃施設等）もあることから定

期的に用途別の削減目標は見直すこととします。 

 

また、用途別の目標に加えて、人口の減少や、現在ある施設を更新する時期に合わせて検討するな

ど、無理なく削減を進める必要があります。そこで人口減少の見込みと、現在ある施設が築６０年を迎

えた際に２０％ずつ削減していくことを想定し、段階的な目標を設定しました。このように、実情に応じて

徐々に進めることで、限られた予算の中で、安心で安全な公共施設の提供を維持します。 

期 

第１期 

(H28～H 37) 

第２期 

(H38～H47) 

第３期 

(H48～H57) 

第４期 

(H58～H67) 

第５期 

(H68～H77) 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

各期の 

目標 

１％以

上削減 

２％以

上削減 
６％以上削減 

１１％以上 

削減 

１７％以上 

削減 

２０％以上 

削減 
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具体化へ向けた検討手順 

 今後の方向性については、次のような手順で検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設量の削減へ向けた複合化や集約化等の推進に当たっては、市民に公共施設の現状と課題を説明し、理解していただきながら進めていくことが不可欠です。そのため、例えば説明会や、問題意識を共有しながら、その地域に合った施設の複合

化・集約化のあり方を一緒に考えるためワークショップを開催するなど、市民との協働により施設量を削減しながら充実したサービスの提供を目指します。 

 

ＳＴＥＰ１ ＳＴＥＰ２ ＳＴＥＰ３ ＳＴＥＰ４ 

ＳＴＥＰ１：地元や民間へ譲与の可能性

を検討 

ＳＴＥＰ２：施設としての重要度を検討 ＳＴＥＰ３：施設特性や整備時期等によ

り削減が難しい場合の検討 

ＳＴＥＰ４：施設の建替時に２０％以上

削減することの検討 

ＳＴＥＰ５：社会的ニーズ等により削減が

難しい場合の検討 

小さな施設やインフラ系施設で２０％以上

の削減が難しい場合や、最近建築された建

物で削減が難しい場合は、保全方法の工夫

（予防保全と事後保全の組合せ等）など

によりコストの効率化を進めます。また、特に

小さな施設やインフラ系施設については、１

施設当たりの基準面積の設定等も検討しま

す。 

基本的に建替えニーズが高い施設を前提

に、建替時に現在の施設量より２０％以

上削減することとします。現状で不可能な施

設は多々ありますが、施設内の設備やレイア

ウトの見直し、複合施設化、民間施設の賃

貸等の検討を行います。 

社会的ニーズにより整備を行っている施設は

当面の増加はやむを得ないと考えています。

しかし、今後の少子高齢化等の進展に伴い

変化するニーズを見据え、例えば市が整備

するのではなく民間施設を賃貸する等、多

角的に検討します。 

各施設のニーズを確認します。その上で、ニー

ズが高い施設で実施されている事業につい

て、施設を単独で設置する必要があるかを

確認し、周辺にあり拠点となりうる施設との

複合化が可能な場合は、複合化も含めて

検討します。 

地元管理施設、民間にすべて委託している

施設、民間に貸付して事業を行っている施

設は譲与を検討します。 


